
（平成２２年１０月２７日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 2 件

厚生年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 1 件

国民年金関係 1 件

年金記録確認宮崎地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

宮崎厚生年金 事案 474 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ事業所における資格喪失日に係る記

録を昭和 63年９月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 10万 4,000円と

することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 63年８月 31日から同年９月１日まで 

    私は昭和 63 年２月にＡ事業所に入社し、申立期間は、Ｂ事業所へ異動し

た時期である。 

両事業所での勤務状態や給与等は変わりなく、経営者や給与の担当者も同

一だったので、厚生年金保険料も給与から継続して控除されていたと思う。 

申立期間について、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

        

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録によると、申立人は、昭和 63 年２月６日から平成

元年１月 29 日までの期間においてＡ事業所及びその関連事業所であるＢ事業

所に継続して勤務（昭和 63 年９月１日にＡ事業所からＢ事業所に異動）して

いることが確認できる。 

また、事業主及び当時の給与担当者は、「申立人に係る人事異動の状況から、

申立期間については、Ａ事業所において給与から厚生年金保険料を控除してい

たと思う。」と供述していることなどから判断すると、申立人は、申立期間に

係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

る。 

さらに、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ事業所に係る昭和



                      

  

63年７月のオンライン記録から、10万 4,000円とすることが妥当である。 

また、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行について、Ａ事業

所の当時の事業主の妻は、「申立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失届につ

いて、誤った喪失日を社会保険事務所(当時)に提出したと思われる。」旨供述

している上、事業主が資格喪失日を昭和 63 年９月１日と届け出たにもかかわ

らず社会保険事務所がこれを同年８月 31 日と誤って記録するとは考え難いこ

とから、事業主が同年８月 31 日を厚生年金保険被保険者の資格喪失日として

届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年８月の保険料について

納入告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その

後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含

む。）、事業主は申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

宮崎厚生年金 事案 475 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、申立人が主張する標準報

酬月額であったと認められることから、申立期間のうち平成 11年９月から 12

年５月までの期間を 50 万円、12 年６月から同年９月までの期間を 44 万円、

同年 10月を 47万円、同年 11月から 13年１月までの期間を 44万円、13年２

月を 47万円、同年３月及び同年４月を 44万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 11年９月から 13年４月まで 

Ａ社に勤務していた平成11年９月から 13年４月までの期間に係る給与支

給額は、月額 45万円から 50万円程度であり、それに相当する厚生年金保険

料が給与から控除されていた。 

しかしながら、社会保険事務所（当時）の記録では、控除されていた厚生

年金保険料に見合う標準報酬月額より低い標準報酬月額とされているので、

申立期間について、控除された保険料額に見合った標準報酬月額に訂正して

ほしい。 

なお、私は当時専務取締役という立場であったが、社会保険の手続は事業

主及び事業主の妻が行っており、私は、全く知らされていなかった。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標準

報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われ

るのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立



                      

  

人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、こ

れらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

申立人が提出した申立期間に係る給料明細書（平成 12 年 11 月分を除く。）

及び家計簿の記録から判断すると、申立人は、申立期間においてその主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められる。 

また、申立人の標準報酬月額については、申立人から提出のあった給料明細

書及び家計簿の記録で確認又は推認できる報酬月額又は厚生年金保険料の控

除額から、平成 11年９月から 12年５月までの期間を 50万円、12年６月から

同年９月までの期間を 44万円、同年 10月を 47万円、同年 11月から 13年１

月までの期間を 44万円、13年２月を 47万円、同年３月及び同年４月を 44万

円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、ⅰ）

給料明細書等から確認又は推認できる給与支給額及び保険料控除額に見合う

標準報酬月額がオンライン記録と長期に渡って一致していないこと、ⅱ）Ｂ

基金の加入員台帳及び同基金がＡ社から受理したとする厚生年金基金月額変

更届、及び厚生年金基金算定基礎届、並びに同基金が保管する厚生年金基金

加入員標準報酬決定通知書において、当初「500千円」と記録されていた申立

人の平成 11 年９月の随時決定に係る「基金の改定」及び同年 10 月の定時決

定に係る「基金の決定」が「260 千円」に訂正されており、当該標準報酬月額

は、オンライン記録上の標準報酬月額と一致していることが確認できるとと

もに、厚生年金基金算定基礎届には、同年 10月の健康保険厚生年金保険被保

険者標準報酬決定通知書が添付されているところ、当該決定通知書における

標準報酬月額も「260 千円」と記載されていることが確認できること、ⅲ）事

業主の妻が「当時、経営が苦しく、厚生年金保険料の滞納が続いたために、

実際の給料支給額より低い報酬月額を届け出た。」と供述していることから、

事業主は給料明細書等から確認又は推認できる給与支給額（報酬月額）を届

け出ていないものと認められ、その結果、社会保険事務所は当該報酬月額に

見合う保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）につ

いて納入告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 



                      

  

宮崎国民年金 事案 444 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 44 年４月から同年 12 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 22 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 44 年４月から同年 12 月まで 

    私が結婚してＡ市に嫁いできた後、Ｂ県庁（年金担当）の職員が自

宅に来て、「今ならさかのぼって国民年金保険料を納めることができ

る。」と言われた。私はそれまで国民年金に加入していなかったので、

国民年金加入資格を得た 20歳までさかのぼった金額を昭和 44年 10月

に全額納付した。納付月数は、17 か月分であったと記憶している。 

  その後、間違いなく国民年金が納付されているか確認を行うため、

市役所の年金課と県の年金課へ電話したところ「ちゃんと納付してあ

る。」とそれぞれの担当者が明言されたことを記憶している。 

 その後は、地区の団体婦人会に入会し、国民年金を納付することに

した。 

 しかし、申立期間について未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「昭和 44 年 10 月に 20 歳までさかのぼった国民年金保険料

17 か月分をまとめて納付した後、すぐに地区婦人会に加入し、年度の途

中から地区団体婦人会を通して国民年金を納めるようにした。」としてい

るところ、国民年金被保険者台帳等によると、申立人は、申立期間直前

までの期間の保険料を昭和 45 年２月 18 日に過年度納付し、その翌々月

の同年４月から毎月納付していることが確認できること、及びまとめて

納付したとする納付月数(17 か月)と、オンライン記録における 20 歳から

申立期間直前までの納付記録(＊か月)がほぼ一致していることから判断

すると、申立人が納付したとする保険料は、42 年９月から 44 年３月まで

の過年度保険料であったと考えられ、納付時期及び納付対象期間を誤認

している可能性がうかがえる。 

また、申立人は、「自宅に来た県庁職員(年金担当)に保険料を納付した。」



                      

  

と主張しているところ、昭和 44 年４月から同年９月までの期間について

は、現年度保険料となり、社会保険事務所（当時）の職員（申立人はＢ

県職員と認識）は受領できない期間であることから、申立人が 44 年 10

月に納付したとする保険料は、社会保険事務所の職員が徴収可能な 44 年

３月までの過年度保険料であったと考えるのが自然である。 

さらに、申立人が申立期間に係る国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保

険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的

に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたもの

と認めることはできない。 


